
令和２年３月

  第３次平川市

　～持続可能な行政運営の

　　　　　　　推進を目指して～

    行政改革大綱実施計画
　 及び実施状況報告



※　各取組みにおける令和元年度の数値については、実績見込みのものとなっております。

（４）公共施設マネジメント
　　 の推進

①施設総量の適正化（統廃合、複合化） 整理対象施設数　財政効果額 管財課

36

（２）指定管理者制度の
　　 効果的な運用

①指定管理の導入・見直し 導入施設数　財政効果額 管財課 43

②下水道加入の促進 下水道加入件数 上下水道課 41

（１）民間委託等の推進
①施設管理や事務事業に係る外部委託の
　 推進

委託業務数　財政効果額 総務課 42

（３）事務事業の見直し

②学校管理業務の見直し 委託件数　財政効果額 学校教育課 38

39

①上下水道料金の収納率向上 上水道料収納率　下水道料収納率 上下水道課 40

②公債費負担の適正化 実質公債費比率　将来負担比率 企画財政課 28

④市有財産の有効活用 売却額　貸付額 管財課 35

①広域連携事業の推進 連携事業数

①市税の収納率向上対策 収納率（現年、滞納繰越） 税務課 29

②使用料・手数料等の受益者負担の
　 適正化

見直し回数 関係課 30

③ふるさと納税推進

37

⑤自動販売機収入の見直し 貸付額 管財課

①職員研修の充実 研修回数　受講者数 総務課 25

②人事評価システムの効果的な運用 評価者研修回数 総務課 26

①市民に分かりやすい財務状況の公表 公表回数 企画財政課 27

寄附金額 総務課 34

22

③各種書式の電子化の推進 電子化ファイル数 総務課 18

④ペーパーレス化の推進 ペーバーレス会議開催数

②組織・機構の構築と定員管理の適正化 職員削減人数 総務課 23

⑥スマート自治体の推進 業務の自動・システム化数 管財課 21

14

管財課 19

⑤マイナンバーカードを活用した
　 行政サービスの導入

サービス事業数 総務課 20

各種申告書・報告書等 税務課

③パブリシティの推進 パブリシティ回数 総務課 15

①自治体クラウド等の導入推進 クラウド化システム数 管財課 16

②eLTAXの利用促進 17

13

②コンビニ収納の導入
納期内納付収納率と郵便為替手数料
の削減額

税務課 9

③住民票及び戸籍関係証明書発行・
　 納税相談業務延長開設

利用件数　開設日数　納付金額
市民課
税務課

10

6

①協働による地域づくりの推進 地域運営組織設立数 企画財政課 3

④納税窓口開設時における市税以外の
　 収納

開設日数 税務課 12

4

③弘前大学等との連携

①SNSとHPを活用した意見の広聴と情報
　発信

各情報閲覧数・コメント数・リアクション
数

総務課 1

連携事業数 企画財政課 5

2

第３次平川市行政改革大綱実施計画　体系図

基本目標 実施方針 推進項目 具体的な取組事項 取組目標 担当課 頁№

５．民間活力の活用

（５）地方公営企業の経営
　　 健全化

（２）市税等自主財源の
　　 確保

（２）人材育成の推進

（２）効果的な市政情報の
　　 発信と市民ニーズの
　 　的確な把握

②まちづくり懇談会の開催 懇談会参加者数 総務課

②自主防災組織の育成
自主防災組織率
自主防災組織防災訓練実施率

総務課

①繁忙期（年度末・年度初）の休日の
　 窓口業務開設

利用件数　開設日数　納付金額 関係課

①シティプロモーションの推進 カテゴリー数 総務課

②市民ニーズの把握
各種計画策定のためのアンケート
調査数

企画財政課
高齢介護課

①部局横断的なプロジェクトの推進 プロジェクト数 総務課

企画財政課
商工観光課

（１）時代に即した効率的
　　 な組織・機構の構築と
　 　定員の適正化

持
続
可
能
な
行
政
運
営
の
推
進

（１）市民の立場に立った
　　 便利で利用しやすい
　 　行政サービスの提供

（２）多様な主体との協働
　　 によるまちづくり

（１）市民が参画しやすい
　　 環境づくり

１．市民の参画と
　　協働の推進

２．市民が満足する
　　質の高い行政
　　サービスの提供

３．効率的な組織・
　　機構の構築

４．健全な財政運営
　　の推進

（１）健全財政の維持

（３）ICTを活用した行政
　　 サービスの向上



１．市民の参画と協働の推進

（１） 市民が参画しやすい環境づくり

目
標

実
績

目
標

実
績

取組事項 ①SNSとHPを活用した意見の広聴と情報発信 担当課 総務課

取組内容
情報通信環境の変化に合わせた市からの情報発信と市内外から意見・要望を聴く機会
の充実を図るためSNSとHPの活用と周知を図ります。

年次計画

○使用するツール
　（フェイスブック、
　ツイッター、ユー
　チューブ、インス
　タグラム等SNS、
　ホームページ
　等）、情報発信
　方法等の検討

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

具
体
的
な

取
組
目
標

年
間

閲
覧
数

24万件 36万件 130万件

23万件 86万件 120万件

100万件

年
間
評
価

コ
メ
ン
ト

・
リ
ア
ク

シ

ョ
ン
数

100件 3,000件 22,000件 25,000件

800件 22,000件

令和2年度

行 政 改 革
懇 談 会
コ メ ン ト

引き続き取組みを継続し、駒井蓮さんの他にも平川市出身のアーティストや平川市の
良いところの更なるＰＲができればいいと思います。

実 施 状 況 の
評 価

SNSについては、平川市出身の女優駒井蓮さんや、話題となりつつある「平川サガリ」
に関する内容、市で開催されたイベントの様子を伝える内容を投稿し、目標を超えた多
くの閲覧数やリアクション数を獲得しました。HPについては、リニューアルされたページ
の見やすさやアクセスのしやすさといった環境の維持に努め、閲覧数もわずかながら増
加しています。また、HPには市内外から、年間200件を超えるお問い合わせやご意見が
寄せられ、内容を確認したうえで各担当により対応しています。

備考

期 待 さ れ る
効 果

SNSやHPの活用により、市民の意見が反映されたまちづくりの推進が図られます。

令 和 元 年 度
進 捗 状 況

SNSを活用し、平川市の風景や、食などの魅力、市の事業やイベントの告知、実施の様
子を情報発信しています。平成30年4月にリニューアルしたHPを、引き続き管理、運用
しています。

今 後 の 展 望

SNSについては、話題性が高く、より多くの方が興味を示す内容を投稿することにより、
閲覧数とフォロワーを獲得し、情報発信力の向上を目指すとともに、平川市の情報発信
の主媒体となるべく、生活に役立つ情報から、イベント情報まで、幅広い情報の提供を
継続していきます。HPについては、環境の維持に努めつつ、ご意見やご要望が直接寄
せられる場としても運用していきます。

24,000件

継続実施 継続実施 継続実施検討 実施検討
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１．市民の参画と協働の推進

（１） 市民が参画しやすい環境づくり

目
標

実
績

期 待 さ れ る
効 果

地域の声を反映させた、より良い行政サービスの提供が図られます。

具
体
的
な

取
組
目
標

懇
談
会

参
加
者
数

420人 280人

340人 292人 370人 320人

500人 360人 440人

年次計画

備考
開催時間帯：午後6時から8時まで
開催場所：2箇年で市内全地区の集会所等で開催
　　　　　　（令和2年度からは3箇年で市内全地区をまわる予定）

令和2年度

○市内14箇所で
　 開催

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

○市内25箇所で
　 開催
○出席者目標数
　 １箇所20人

○市内18箇所で
　 開催
○H30以降の実施
 　計画検討

○市内22箇所で
　 開催

○市内21箇所で
　 開催

取 組 事 項 ②まちづくり懇談会の開催 担当課 総務課

取 組 内 容
地域ごとに対話形式による懇談会を実施することで、地域の詳細な課題の把握に努
め、市民ニーズが反映された行政サービスを提供します。

行 政 改 革
懇 談 会
コ メ ン ト

引き続き取組みを継続してください。

令和元年度
進 捗 状 況

市内21箇所でまちづくり懇談会を開催し、平成30年度、令和元年度の2箇年で、市内全
域をまわりました。今年度は1箇所当たり15.2人の参加となっており、市政に対する市民
の声を直接聴くことのできる貴重な場として、開催しました。

今後の展望
今後も引き続き実施していきます。
広報紙の他、市のHPやSNSなどの情報発信ツールを活用し、より幅広い年代への周知
と参加人数の増加を図ります。

実施状況の
評 価

参加人数は320人となり目標には届きませんでした。1回あたりの参加人数も15.2人（前
年度16.2人）に減少していることから、今後も周知方法を検討する必要があります。
懇談会での質問や意見については、速やかに各担当に伝えるなど、市民の声を生かす
よう対応しています。

継続実施 継続実施 継続実施継続実施 継続実施
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１．市民の参画と協働の推進

（２） 多様な主体との協働によるまちづくり

目標

目標
（累計）

実績

実績
（累計）

1団体：西地区まちづくり運営委員会

取 組 事 項

平成28年度 平成29年度 平成30年度

○地域運営組織
　 の設立に向け
　 た研究
　（松崎小学校区）

○地域運営組織
　 の設立に向け
   た研究
　（松崎小学校区）

○地域運営組織
　 の設立
　（松崎小学校区）

取 組 内 容

年次計画

備考

○地域運営組織
 　の設立に向け
　 た研究

令和2年度

○地域運営組織
　 の設立に向け
　 た研究

市民が主体的にまちづくりに取組み、将来にわたり住み良いまちを維持していくよう、地
域運営組織の設立に向けて研究を行い、協働による地域づくりを推進します。

企画財政課①協働による地域づくりの推進 担当課

令和元年度

期 待 さ れ る
効 果

市民の自主的、自発的な活動が促され、地域特性を生かした市民主体のまちづくりが
推進されます。

1団体 1団体 1団体具
体
的
な

取
組
目
標

1団体

1団体

地
域
運
営

組
織
設
立
数

1団体 1団体

実 施 状 況 の
評 価

地域運営組織の設立により、地域における主体的なまちづくりへの意識が高まりまし
た。
今後も、組織の効率的な運営を図っていくために支援していきます。

行 政 改 革
懇 談 会
コ メ ン ト

引き続き取組みを継続してください。

令 和 元 年 度
進 捗 状 況

昨年度に設立された松崎小学校区における地域運営組織「西地区まちづくり委員会」
では、今年度において、地域住民が参加する「合同自主防災訓練」を開催するなど、自
主的活動を行っています。
市では、平川市まちづくり支援職員の配置、会議運営などへの支援を引き続き行ってい
ます。
一方、東部地区においても地域運営組織の準備組織である「東部地区運営委員会」が
設立されるなど、他地区への広がりも見られています。

今 後 の 展 望
東部地区における準備組織「東部地区運営委員会」を地域運営組織に移行できるよう
支援していきます。
また他地区においても、設立を検討する機運が高まることを期待しています。

実施 継続実施 継続実施検討 検討
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１．市民の参画と協働の推進

（２） 多様な主体との協働によるまちづくり

目標

実績

変更

目標

実績

備考

○自主防災組織
   の育成推進
○地域防災リー
　 ダーの育成

○自主防災組織
　 の結成及び育
　 成推進（防災
　 資機材の購入
　 に対して補助
　 を実施）
　 補助率10/10
　 上限100万円）

○自主防災組織
   の育成推進

○自主防災組織
   の育成推進

○自主防災組織
   の育成推進
○地域防災リー
　 ダーの育成年次計画

令和2年度平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

取 組 事 項 ②自主防災組織の育成 担当課 総務課

取 組 内 容
大規模災害に備え、自助・共助による地域防災力の向上を図るため、地域ごとの自主
防災組織の結成・育成及び地域防災リーダーの育成を行うことを目的として、補助事業
等を実施します。

期 待 さ れ る
効 果

自
主
防
災

組
織

防
災
訓
練

実
施
率

具
体
的
な

取
組
目
標

自
主
防
災

組
織
率

今年度は、石郷町会1団体の設立が見込まれており、自主防災組織率（世帯カバー率）
では96.2％となる見込みです。訓練実施率については5割程度に止まる見込みとなって
おります。新たに今年度より自主防災活動の中核となる防災士の養成事業を始めてい
ます。

100.0%

地域防災力が向上し、災害時の被害が最小限に抑えられることが期待されます。

49.0% 50.0%

行 政 改 革
懇 談 会
コ メ ン ト

新たな取組みである地域防災リーダーの育成について、今後更に防災士が増えること
を期待しています。

令 和 元 年 度
進 捗 状 況

今 後 の 展 望

実 施 状 況 の
評 価

引き続き、補助制度の周知及び啓発活動を行い、市内全域での自主防災組織の結成・
育成を推進し実効性のある体制づくりを進め、安全・安心なまちづくりを目指していきま
す。

51の町会で自主防災組織が設立されており、継続した補助制度や啓発活動により、目
標である市内全域での組織設立に向かっています。訓練実施率では、設立後に5年間
実施を義務付ける補助要件が終了した団体において、一部未実施となっている状況が
課題となっています。一方で、地域防災の要となる防災士が5地区で誕生し、実効性が
期待できる体制づくりが進められています。

令和元年度  自主防災組織の新規設立：1団体（石郷町会）
                  防災士養成：5名（小和森、蒲田、柏木町、小国、碇ヶ関地区）

100.0%

90.8% 95.1% 95.1% 96.2%

90.8% 100.0% 100.0% 100.0%

40.8% 70.0% 80.0% 90.0%

40.8% 55.1%

継続実施 継続実施 継続実施継続実施 継続実施
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１．市民の参画と協働の推進

（２） 多様な主体との協働によるまちづくり

目標

目標
（累計）

実績

実績
（累計）

期 待 さ れ る
効 果

活力ある個性豊かな地域社会が形成され、魅力ある住みやすいまちづくりの推進が期
待されます。

具
体
的
な

取
組
目
標

連
携
事
業
数

1事業

4事業 4事業 5事業 6事業 6事業

4事業 1事業 1事業

4事業 4事業 5事業 6事業

1事業

①平川市まちづく
　 り推進事業
②碇ヶ関地域の
　 活性化に関す
   る事業
③未来の担い手
　 発掘・育成・
　 支援事業
④「食ラボひらか
　 わ」の利活用
　 事業

○連携事業検討 ○連携事業実施
⑤文化財を活か
　した魅力発信
　事業

4事業

年次計画

備考

○連携事業実施
⑥新たな尾上分
　庁舎の活用事業

○連携事業検討

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

取 組 事 項 ③弘前大学等との連携 担当課 企画財政課

取 組 内 容
さまざまな地域の課題に迅速かつ適切に対応し、活力ある個性豊かな地域社会の形
成と発展を目指して、弘前大学をはじめとした関係機関と連携協力して取組みます。

行 政 改 革
懇 談 会
コ メ ン ト

尾上分庁舎が有効に活用できるよう引き続き検討を進め、大学生も含めながら連携事
業の取組みが行われるといいと思います。

令 和 元 年 度
進 捗 状 況

昨年度に引き続き文化財を活かした魅力発信事業を実施するとともに、今年度から「新
たな尾上分庁舎の活用事業」について取組みを実施しました。

今 後 の 展 望 今後も、大学の知見を生かしながら、市の課題解決に向けた事業展開を検討します。

実 施 状 況 の
評 価

大学が有する高度な知識が事業に生かされ、各事業を進めることができました。

継続実施 継続実施 継続実施継続実施 継続実施
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２．市民が満足する質の高い行政サービスの提供

（１） 市民の立場に立った便利で利用しやすい行政サービスの提供

担当課

目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績
変
更

市民課 50件 63件 50件 79件 50件 57件 50件 50件 50件

税務課 235件 239件 238件 218件 241件 204件 243件 210件 245件

国保
年金課

23件 23件 25件 10件 25件 13件 25件 25件 25件

上下
水道課

8件 5件 8件 8件 8件 17件 8件 8件 8件

福祉課 3件 0件 3件 0件 3件 0件 3件 3件 3件

子育て
健康課

4件 5件 7件 13件 7件 4件 7件 7件 7件

市民課 3日 3日 3日 3日 3日 3日 3日 3日 3日

税務課 15日 15日 15日 15日 15日 15日 15日 15日 15日

国保
年金課

3日 3日 3日 3日 3日 3日 3日 3日 3日

上下
水道課

3日 3日 3日 3日 3日 3日 3日 3日 3日

福祉課 3日 3日 3日 3日 3日 3日 3日 3日 3日

子育て
健康課

3日 3日 3日 3日 3日 3日 3日 3日 3日

目標

目標
（累計）

実績

累計
（実績）

備考

5,087千円 3,664千円

利
用
件
数

具
体
的
な
取
組
目
標

期 待 さ れ る
効 果

利用機会の向上により、市民の利便性の向上が図られます。

開
設
日
数

納
付
額

（
税
務
課

）

4,149千円

5,087千円 8,751千円 12,447千円 16,596千円

3,696千円

4,789千円 4,789千円 4,789千円

4,789千円 9,578千円 14,367千円 19,156千円 23,945千円

4,789千円 4,789千円

年次計画

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

○税務課以外の
　課は3月から4
　月にかけて、3
　日程度開設
○税務課は、上
　記に加え毎月
　1日開設

令和2年度

取 組 内 容 3月末から4月始めにかけて、住民の異動が多くなる繁忙期の休日に窓口を開設します。

取 組 事 項
①繁忙期（年度末・年度初）等の
　休日の窓口業務開設

市民課、税務課、国保年金課、上下水道
課、福祉課、子育て健康課

継続実施 継続実施 継続実施継続実施 継続実施
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２．市民が満足する質の高い行政サービスの提供

（１） 市民の立場に立った便利で利用しやすい行政サービスの提供

実施状況の
評価

令和元年度
進捗状況

今後の展望

実施状況の
評価

令和元年度
進捗状況

取 組 内 容
3月末から4月始めにかけて、住民の異動が多くなる繁忙期の休日に窓口を開設しま
す。

市
民
課

税
務
課

国
保
年
金
課

今後も引き続き取組みを継続します。

取組みの実施により市民の利便性の向上が図られています。

令和元年度
進捗状況

今後の展望

実施状況の
評価

令和元年度
進捗状況

今後の展望

今後も引き続き取組みを継続します。

年次計画
平成28年度

取 組 事 項
①繁忙期（年度末・年度初）等の
　休日の窓口業務開設

担当課
市民課、税務課、国保年金課、上下水
道課、福祉課、子育て健康課

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

昨年度に引き続き、年度末の異動業務の繁忙期に合わせ、3日間、午前8時15分から
午後5時まで休日窓口の開設を予定しています。
窓口において、住民異動・戸籍届出の受付、各種証明書の発行を行います。

上
下
水
道
課

昨年度に引き続き、市民課の休日窓口開設に合わせた日程で開設を予定しています。
窓口において、上下水道課に関する届出の受理、閉開栓等の作業、料金徴収や問合
せ等について対応にあたっています。

今後も引き続き取組みを継続します。

取組みの実施により市民の利便性の向上が図られています。

今後の展望

実施状況の
評価

取組みが定着してきており、実績も安定しています。
市民の利便性の向上が図られています。

昨年度に引き続き、市民課の休日窓口開設に合わせて税証明発行受付窓口の開設を
予定しています。
その他、毎月最終日曜日の午前8時30分から午後5時まで納税相談窓口の開設を行っ
ています。

今後も引き続き取組みを継続します。

税証明発行業務については、市民の利便性の向上が図られています。
納税相談業務については、年間200件前後の利用、300万円から400万円の収納が見
込まれ、市の財源確保及び市税納付の利便性向上において重要な取組みとなっていま
す。

昨年度に引き続き、市民課の休日窓口開設に合わせた日程で開設を予定しています。
窓口において、国民健康保険、年金等の住所異動等に係る手続の受付を行っていま
す。

継続実施 継続実施 継続実施継続実施 継続実施
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２．市民が満足する質の高い行政サービスの提供

（１） 市民の立場に立った便利で利用しやすい行政サービスの提供

取 組 内 容
3月末から4月始めにかけて、住民の異動が多くなる繁忙期の休日に窓口を開設しま
す。

年次計画
平成28年度

取 組 事 項
①繁忙期（年度末・年度初）等の
　休日の窓口業務開設

担当課
市民課、税務課、国保年金課、上下水
道課、福祉課、子育て健康課

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

継続実施 継続実施 継続実施継続実施 継続実施

行 政 改 革
懇 談 会
コ メ ン ト

引き続き取組みを継続してください。

実施状況の
評価

令和元年度
進捗状況

今後の展望

実施状況の
評価

昨年に引き続き、市民課の休日窓口開設に合わせた日程で開設を予定しています。
窓口において、母子手帳の交付、予防接種、健診等の受付、子育てに関する手続きの
窓口を行っています。

今後も引き続き取組みを継続します。

取組みの実施により市民の利便性の向上が図られています。

子
育
て
健
康
課

福
祉
課

令和元年度
進捗状況

今後の展望

取組みの実施により市民の利便性の向上が図られています。

昨年に引き続き、市民課の休日窓口開設に合わせた日程で開設を予定しています。
窓口において障がい福祉サービスに係る住所変更等の手続きの受付を行っています。

今後も引き続き取組みを継続します。
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２．市民が満足する質の高い行政サービスの提供

（１） 市民の立場に立った便利で利用しやすい行政サービスの提供

一般
会計

国保特別
会計

総合

目標

目標
（累計）

実績

累計
（実績）

今 後 の 展 望
さらなる納期内納付収納率の向上を図るため、収納方法の追加等について検討を行い
ます。一方で、納期内に納付が出来なかった方に対しても、納付機会の拡大を検討し、
納税者の利便性向上を目指します。

行 政 改 革
懇 談 会
コ メ ン ト

引き続き取組みを継続してください。

期 待 さ れ る
効 果

金融機関が営業していない時間帯でも納付が可能になり、利便性の向上が図られま
す。
納付機会が拡大し、コンビニ納付やスマートフォンアプリ収納の利用は納期限内に限ら
れることから、納期内納付収納率の向上、督促状送付件数の削減が期待できます。

令 和 元 年 度
進 捗 状 況

今年度から新たに「Pay B」「支払秘書」「LINE Pay請求書支払い」によるスマートフォン
アプリ収納が可能となりました。
コンビニ収納の利用率が上昇し、納期内納付収納率も上昇しています。
・コンビニ利用件数　【H29】13,930件　【H30】17,233件　【R1見込】18,439件

実 施 状 況 の
評 価

期待される効果のとおり成果が表れており、納税者の利便性向上において重要な取組
みとなっています。

51千円 141千円 147千円

680千円

51千円 90千円 6千円

170千円 340千円 510千円
督
促
状
送
付

料
金
の
削
減

170千円 170千円 170千円

64.1% 65.5% 66.0%

170千円

備考 利用期限は納期限まで

具
体
的
な

取
組
目
標

納
期
内
納
付

収
納
率

（
普
通
徴
収

）

62.2% 68.8% 69.4% 70.0%

54.3% 59.3% 61.6% 62.0%

58.3%

年次計画

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

○納付書の様式、
　 印刷方法等検
　討
○バーコード読み
　 取りテスト

○コンビニ収納
　実施

○スマートフォン
　アプリ対応開始

〇取扱いスマート
　フォンアプリの
　拡大

令和2年度

取 組 内 容
市税4税（軽自動車税、住民税、国保税、固定資産税）について、24時間、365日、全国
のコンビニやスマートフォンアプリを利用して納付できる環境づくりを行います。

取 組 事 項 ②コンビニ収納の導入 担当課 税務課

継続実施 継続実施 継続実施実施検討
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２．市民が満足する質の高い行政サービスの提供

（１） 市民の立場に立った便利で利用しやすい行政サービスの提供

担当課

目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績
変
更

利用
件数

70件 49件 70件 55件 70件 55件 70件 100件 120件

開設
日数

46日 46日 46日 46日 46日 46日 46日 56日 109日

利用
件数

104件 90件 111件 73件 118件 86件 124件 83件 130件

開設
日数

16日 16日 16日 16日 16日 16日 16日 16日 16日

目標

目標
（累計）

実績

累計
（実績）

備考

証明書発行等窓口（市民課）：毎週月曜日の午後5時から午後6時まで
証明書発行等窓口（市民課、尾上市民生活課、碇ヶ関市民生活課）：
令和2年2月から、毎週月・木曜日の午後5時から午後7時まで
令和2年2月から、毎月第2土曜日の午前8時15分から正午まで
夜間納税相談窓口（税務課）：毎月最終金曜日の午後5時から午後7時まで
（祝日・年末年始休業を除く）

1,407千円 1,524千円

2,182千円 2,182千円 2,182千円

2,182千円 4,364千円 6,546千円 8,728千円 10,910千円

2,182千円

期 待 さ れ る
効 果

　利用機会の向上により、市民の利便性の向上が図られます。

具
体
的
な
取
組
目
標

碇
ヶ
関
市
民
生
活
課

尾
上
市
民
生
活
課

市
民
課

税
務
課

税
務
課

納
付
金
額 2,814千円 1,415千円

1,407千円 2,931千円 5,745千円 7,160千円

2,182千円

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

〇市民課、尾上市
　 民生活課、碇ヶ
　 関市民生活課
   は令和2年2月
   から毎週月・木
   曜日に開設（2
　 時間延長）及び
　 毎月第2土曜日
　 午前開設

年次計画

取 組 事 項
③住民票及び戸籍関係証明書発行・納税相談業務
   延長開設

○市民課は毎週
　 月曜日に開設
　 （1時間延長）
○税務課は月1日
　 開設（2月は複
　数回開設）

取 組 内 容 住民票及び戸籍関係証明書発行・納税相談等の窓口開設時間を延長します。

令和2年度

市民課、尾上総合支所市
民生活課、碇ヶ関総合支
所市民生活課、税務課

継続実施 継続実施 継続実施継続実施 継続実施
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２．市民が満足する質の高い行政サービスの提供

（１） 市民の立場に立った便利で利用しやすい行政サービスの提供

取 組 内 容 住民票及び戸籍関係証明書発行・納税相談等の窓口開設時間を延長します。

市
民
課
・
尾
上
市
民
生
活
課
・
碇
ヶ
関
市
民
生
活
課

令和元年度
進捗状況

毎週月曜日に証明書発行等の窓口開設時間を1時間延長しています。
令和2年2月からは、マイナンバーカードの交付機会を増やすため、毎週月曜・木曜日に窓口
開設時間を2時間延長し、毎月第2土曜日午前に窓口の開設を開始しました。また、2月から
は本庁だけではなく尾上・碇ヶ関支所でも開設しています。

今後の展望
延長窓口の増設に伴い、令和2年度の目標を上方修正し、今後も引き続き取組みを継続しま
す。

実施状況の
評価

年間100件前後の利用が見込まれ、市民の利便性向上が見られます。

令和2年度

年次計画

平成28年度

取 組 事 項
③住民票及び戸籍関係証明書発行・納税相談業務
   延長開設

担当課
市民課、尾上総合支所市
民生活課、碇ヶ関総合支
所市民生活課、税務課

平成29年度 平成30年度 令和元年度

○市民課は毎週
　 月曜日に開設
　 （1時間延長）
○税務課は月1
　日開設（2月は
　複数回開設）

〇市民課、尾上市
　 民生活課、碇ヶ
　 関市民生活課
   は令和2年2月
   から毎週月・木
   曜日に開設（2
　 時間延長）及び
　 毎月第2土曜日
　 午前開設

行 政 改 革
懇 談 会
コ メ ン ト

引き続き取組みを継続してください。

税
務
課

令和元年度
進捗状況

市民の市税納付に対する利便性向上及び納税相談のため、市税納付窓口を毎月最終金曜
日に2時間延長しています。

今後の展望 今後も引き続き取組みを継続します。

実施状況の
評価

年間の利用件数は、70から90件、収納金額は100から150万円が見込まれ、市の財源確保
及び市税納付の利便性向上において重要な取組みとなっています。

継続実施 継続実施 継続実施継続実施継続実施 継続実施継続実施継続実施
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２．市民が満足する質の高い行政サービスの提供

（１） 市民の立場に立った便利で利用しやすい行政サービスの提供

目
標

実
績

取 組 内 容
夜間、休日における税務課窓口の延長開設における納税相談の際に、市税のほか、上
下水道使用料、市営住宅使用料、墓地管理手数料などの手数料についても納付するこ
とができる機会を作ります。

取 組 事 項

令和2年度

担当課 税務課④納税窓口開設時における市税以外の収納

年次計画

平成30年度

○休日窓口
　 年間12日開設
○夜間窓口
　 年間16日開設

令和元年度平成28年度 平成29年度

具
体
的
な

取
組
目
標

期 待 さ れ る
効 果

納付機会が増えることにより、収納率が向上し、自主財源の確保が図られます。

28日28日 28日 28日 28日開
設
日
数 28日 28日 28日 28日

実 施 状 況 の
評 価

市税以外の収納を受付することで、市民の利便性の向上に加え、納付機会の拡大に伴
う収納率の向上が図られます。

行 政 改 革
懇 談 会
コ メ ン ト

引き続き取組みを継続してください。

備考
休日納税相談窓口：毎月最終日曜日の午前8時30分から午後5時まで
夜間納税相談窓口：毎月最終金曜日の午後5時から午後7時まで

令 和 元 年 度
進 捗 状 況

前年度に引き続き、休日・夜間窓口を開設した際に、市税以外の料金収納を実施して
います。今年度も昨年度同様、休日窓口開設日数が12日、夜間窓口開設日数が16日
の予定です。

今 後 の 展 望 今後も継続して取組みを実施します。

継続実施 継続実施 継続実施継続実施 継続実施
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２．市民が満足する質の高い行政サービスの提供

（２） 効果的な市政情報の発信と市民ニーズの的確な把握

目標

目標
（累計）

実績

累計
（実績）

1カテゴリー 3カテゴリー 5カテゴリー

1カテゴリー 2カテゴリー 2カテゴリー

備考
カテゴリー：シティプロモーションを実施する対象分野
今年度実績：食・移住のカテゴリー

1カテゴリー 2カテゴリー

具
体
的
な

取
組
目
標

カ
テ
ゴ
リ
ー

数

2カテゴリー 2カテゴリー

1カテゴリー 3カテゴリー 5カテゴリー 7カテゴリー

年次計画

令和2年度平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

○効果的、戦略的
　なシティプロモ
　ーション事業の
　検討（カテゴリー
　例：物産、観光、
　移住、健康、子
　育て）
○専門部署の創
　設検討

○広報のカテ
　　ゴリー

○観光のカテゴ
　　リー
○物産のカテゴ
　　リー

○食のカテゴリー
○移住のカテゴ
　　リー

取 組 事 項 ①シティプロモーションの推進 担当課 総務課

取 組 内 容
市民のニーズに合わせた広報紙・ホームページによる情報発信の更なる充実を図るほ
か、市民の郷土への愛着心と誇りを一層醸成させ、市民が共感する平川市の魅力を全
国発信するシティプロモーション事業を展開します。

期 待 さ れ る
効 果

移住者や買い物や観光などの来訪者が増加し、経済活動の活性化が図られるほか、
市民が平川市の魅力を再認識あるいは発見する契機になり、愛着心、誇りを持てるよ
うになることが期待されます。

行 政 改 革
懇 談 会
コ メ ン ト

引き続き取組みを継続し、駒井蓮さんと平川サガリをリンクしたＰＲについても検討して
もいいと思います。

令 和 元 年 度
進 捗 状 況

駒井蓮さんを起用したPRポスター制作や、今年度発足した「平川サガリ研究会」に関す
る情報などを中心に、SNSの情報発信により、観光やイベント、食のPRをしました。移住
については、弘前大学の学祭のイベントブース、食と農の博物館（東京都)内CMボック
スにおいて、シティプロモーションのロゴマークを使用したグッズの配布などによるPR活
動を実施しています。また、広報紙についても、さらなる読みやすさと内容の充実を目
指して検討しています。

今 後 の 展 望

各担当との連携を密にし、食と移住を新たなカテゴリーとして加えて、シティプロモーショ
ンを実施していますが、より効果的なシティプロモーションを実施するため、引き続き駒
井蓮さんを起用したPRや、専門的な知識とノウハウを有する外部アドバイザーの活用
を進めていきます。広報紙については、文章表現の工夫や使用するフォントの検討など
により、読みやすさの向上を目指します。

実 施 状 況 の
評 価

駒井蓮さんの起用や、「平川サガリ」の情報発信は、特に県内マスコミを通じてのPRに
つながっています。SNSによる情報発信は、フォロワーや閲覧数も増加しており、PR
ツールとして機能しています。また、効果的なPRの方法を検討するため、外部アドバイ
ザーの意見を聴取しながら進めております。広報紙については、特に話題性のある案
件を積極的に掲載し、多くの写真を使用した特集ページを作成するなど、内容を充実さ
せています。

継続実施 継続実施検討 実施 継続実施検討 検討 実施
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２．市民が満足する質の高い行政サービスの提供

（２） 効果的な市政情報の発信と市民ニーズの的確な把握

目標

実績

○市民意識調査
　 の実施（長期
　  総合プラン）

期 待 さ れ る
効 果

地域の声を反映させた、より良い行政サービスの提供が図られます。

具
体
的
な

取
組
目
標

各
種
計
画
策
定

の
た
め
の

ア
ン
ケ
ー

ト
調
査

1件 1件

1件 1件 1件 3件

○市民意識調査
　 の実施（長期
　 総合プラン）

○介護予防・日常
   生活圏域ニー
   ズ調査

○子ども・子育て
　 支援事業計画
　 に係るニーズ
　 調査

○市民意識調査
　 の実施（総合
 　戦略）
○バス交通に関
　 する調査
○介護予防・日常
   生活圏域ニー
   ズ調査

年次計画

令和2年度平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

取 組 事 項 ②市民ニーズの把握 担当課
企画財政課
高齢介護課

取 組 内 容 各施策に対して、市民が意見しやすい機会の拡大に努めます。

実 施 状 況 の
評 価

市民意識調査では、結婚や子育て、現状の行政サービスへの満足度など、今後の地
方創生への取組みに対する市民の意識を確認することができました。
バス交通に関する調査では、バスの利用に関する意識や利用する上での問題点など
について把握することができました。
介護予防・日常生活圏域ニーズ調査では、在宅の高齢者の個々の状態や生活状況、
社会参加の状況をお伺いすることで、地域課題や市民ニーズを把握することができる
見込みです。

行 政 改 革
懇 談 会
コ メ ン ト

引き続き取組みを継続してください。

備考

令 和 元 年 度
進 捗 状 況

企画財政課において、平川市総合戦略の進捗状況の把握や、第2期総合戦略の策定
に係る市民意識調査を実施しました。
また、令和4年度の新庁舎開庁に合わせた地域公共交通再編に向けたバス利用の
ニーズ把握のために、乗り込み調査及び若い世代（18歳から39歳）に対してアンケート
調査を実施しました。
高齢介護課において、高齢者が在宅生活を維持していくために必要なサービスのニー
ズを把握するため、要介護認定者及び施設入所者を除く1,000人の65歳以上の方を対
象に調査を実施しました。

今 後 の 展 望

市民意識調査の結果については、第2期総合戦略に反映させ、平川市にマッチした人
口減少対策の実施に資するよう努めていきます。
バス交通に関する調査の結果については、令和2年度中に策定予定の「地域公共交通
網形成計画」に反映させるとともに、再編にあたっては、利便性が高く多くの市民の方
に使っていただけるような地域公共交通の運行に努めていきます。
介護予防・日常生活圏域ニーズ調査の結果については、令和2年度に策定作業に着手
し、令和3年度から計画期間となる、第8期介護保険事業計画・高齢者保健福祉計画に
反映させることとしています。

1件 1件

継続実施 継続実施 継続実施継続実施 継続実施
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２．市民が満足する質の高い行政サービスの提供

（２） 効果的な市政情報の発信と市民ニーズの的確な把握

目標

実績

年次計画

取 組 内 容

広告には多額の費用がかかるが、マスコミに記事などで取り上げられる場合は費用が
かからず、内容により大きく取り上げられ、平川市のイメージアップと知名度の向上につ
ながります。
そのため、各報道機関に取り上げてもらえるような情報、話題作りを積極的に発信する
ことで、平川市のメディアへの露出回数を増やし、市民満足度を高めます。

取 組 事 項 担当課 総務課③パブリシティの推進

令和2年度平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

○パブリシティに
　 係る市全体の
　 方針決定
○報道機関の目
　 に留まり、取り
　 上げてもらう件
　 数を増やすよう
　 タイトル、記事
　 の手法の研究
○テレビやラジオ
　 等の活用方法
　 の研究
○計画等の効果
　 的なパブリシ
　 ティ手法の研究

期 待 さ れ る
効 果

平川市のイメージアップが図られ、市民の地域への愛着が高まることが期待されます。

100回 150回 200回 250回具
体
的
な

取
組
目
標

パ
ブ
リ
シ
テ
ィ

回
数

125回 133回 180回

行 政 改 革
懇 談 会
コ メ ン ト

引き続き取組みを継続してください。

今 後 の 展 望

備考 パブリシティ回数：報道機関への情報提供回数

令 和 元 年 度
進 捗 状 況

各種イベントや話題性が高いと思われる案件を中心に、積極的な情報提供に努めてき
ました。また、配布しているチラシやHPに掲載された情報についても情報提供するよう
努めています。

マスコミへの情報提供は、より多くの方に、市の実施する事業に興味をもっていただく機
会と、市のPRにもつながるものであることを担当課に周知するとともに、職員の情報発
信に対する意識の醸成を進め、パブリシティの強化を図っていきます。

実 施 状 況 の
評 価

情報提供件数は180件となる見込みで、目標には届きませんが、増加傾向にあります。

継続実施 継続実施 継続実施実施検討
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２．市民が満足する質の高い行政サービスの提供

（３） ICTを活用した行政サービスの向上

目標

目標
（累計）

実績

累計
（実績）

取 組 事 項 ①自治体クラウド等の導入推進 担当課 管財課

取 組 内 容

平成23年度より稼働中の基幹システムや、それに付帯する機器、ネットワーク機器、平
成22年度より稼働の情報系システム、平成24年度より稼働のネットワークシステム、総
合福祉システム、統合型GISシステム等、全てのシステムの更新を行い、住民サービス
に直結する業務の迅速化を図ります。

令和2年度

年次計画

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

○導入形式
　（オンプレミス、
　クラウド型等）の
　検討及び、滞納
　管理システム、
　文書管理システ
　ム等、既導入済
　システム以外の
　業務システム化
　を検討

○データバック
　 アップ

○住民情報・総合
　福祉・滞納管理
○水道調定・企業
　会計
○人事・給与
○地域包括支援
〇財務会計
〇確定申告支援
〇健康管理

○国税連携 ○グループウェア
○農地基本台帳

備考

具
体
的
な

取
組
目
標

ク
ラ
ウ
ド
化

シ
ス
テ
ム
数

1システム 1システム 1システム 2システム

1システム 2システム 34システム 36システム

1システム 32システム 1システム

1システム 33システム 34システム

今 後 の 展 望
自庁方式で導入しているシステムについても、引き続き、更新時期に併せてクラウド方
式の利用を検討していきます。

行 政 改 革
懇 談 会
コ メ ン ト

引き続き取組みを継続してください。

期 待 さ れ る
効 果

業務の継続性や情報セキュリティの強化が図られるとともに、システム導入、運用経費
等の削減も期待できます。

令 和 元 年 度
進 捗 状 況

平成31年4月から、25システムについて弘前地区電算共同化クラウドサービスの利用
を開始しました。また、7システムについて市単独クラウド方式の利用を開始し、市外の
データセンターへ情報資産を退避する本格運用となっています。

実 施 状 況 の
評 価

情報管理のセキュリティ強化、災害時における情報資産の保護及び早期の行政サービ
ス提供、常時監視による障害発生の迅速な対応ができる環境となり、順調に運用して
います。また、法改正・カスタマイズに伴うシステム改修費用の負担軽減が見込まれて
おります。

実施検討 継続実施継続実施 継続実施実施検討 継続実施継続実施 継続実施
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２．市民が満足する質の高い行政サービスの提供

（３） ICTを活用した行政サービスの向上

目標

実績

目標

実績

変更

目標

実績

目標

実績

期 待 さ れ る
効 果

税申告等における市民や事業者の利便性が向上するほか、業務の効率化が図られま
す。

100.0%

99.9% 99.9% 99.9% 99.9%

年金
支払

報告書

99.5% 99.7% 99.8% 99.9%

具
体
的
な
取
組
目
標

法人
市民税

8,000件

4,263件 4,645件 5,268件 5,500件

給与
支払

報告書

4,990件 6,243件 7,496件 7,500件

200件

163件 204件 217件 220件

固定
資産税
（償却
資産）

128件 146件 164件 182件

434件 475件 484件 490件

備考

473件 500件389件 417件 445件

年次計画

令和2年度平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

取 組 事 項 ②eLTAX（エルタックス）の利用推進 担当課 税務課

取 組 内 容
地方税の各種申告手続きを、インターネットを利用して行うためのeLTAXについて、市
広報紙、ホームページ、文書等によりPRを進め、システムの利用促進を図ります。

行 政 改 革
懇 談 会
コ メ ン ト

引き続き取組みを継続してください。

令 和 元 年 度
進 捗 状 況

eLTAXによる電子データを用いた税に関する手続きにおいて、法人市民税申告書、償
却資産申告書、年金支払報告書については目標の件数を達成しました。

今 後 の 展 望
今後も事業者等の利便性の向上、業務の効率化を図るため、広報紙、ホームページ、
文書等によりeLTAXの利用促進を図っていきます。

実 施 状 況 の
評 価

eLTAXを利用した給与支払報告書の提出については、目標の件数に達しなかったもの
の前年度よりも増加する見込みとなっています。

継続実施 継続実施 継続実施継続実施 継続実施
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２．市民が満足する質の高い行政サービスの提供

（３） ICTを活用した行政サービスの向上

目標

目標
（累計）

実績

累計
（実績）

行 政 改 革
懇 談 会
コ メ ン ト

引き続き取組みを継続してください。

令 和 元 年 度
進 捗 状 況

ホームページ内の各種様式を見直し、重複しているものや有効期限切れの様式を整理
した結果、前年度から削除したファイルが17種類、新規ファイルが32種類掲載されまし
た。また、これまでそれぞれの施策ページに掲載されていたファイルをホームページトッ
プ画面からもダウンロードできるようにし、利用者が様式を検索しやすい環境を整えま
した。

今 後 の 展 望
引き続き、ホームページ上に各種様式の掲載を積極的に行っていきたいと考えていま
す。

実 施 状 況 の
評 価

見直しにより削減されたファイルがあったため目標値には達しませんでしたが、新規
ファイルは目標値を上回り、各課において、市民の利便性の向上のための工夫が行わ
れています。

期 待 さ れ る
効 果

市民の利便性が向上するほか、業務の効率化が図られます。

具
体
的
な

取
組
目
標

電
子
化

フ
ァ
イ
ル
数

20ファイル

204ファイル 224ファイル 244ファイル 400ファイル 420ファイル

204ファイル

204ファイル 344ファイル 380ファイル 395ファイル

204ファイル 140ファイル 36ファイル 15ファイル

20ファイル 20ファイル 20ファイル

備考

年次計画

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

○HP申請書・様
　式集：80ファイル
○専用ページ：
　124ファイル

○HP申請書・様
　式集の見直し
○ホームページ
　更新のための
　内容の整理・
　検討

令和2年度

取 組 事 項 ③各種書式の電子化の推進 担当課 総務課

取 組 内 容
申請・届出などの様式をホームページからダウンロードできるようホームページを整備
します。

継続実施 継続実施継続実施 継続実施 継続実施
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２．市民が満足する質の高い行政サービスの提供

（３） ICTを活用した行政サービスの向上

目標

実績

行 政 改 革
懇 談 会
コ メ ン ト

引き続き取組みを継続してください。

令 和 元 年 度
進 捗 状 況

部長会議のほか、主要な会議への導入を進めました。
部長会議定例12回、その他58回

今 後 の 展 望
本庁舎、尾上総合支所、碇ヶ関総合支所、健康センター、平川診療所、文化センター、
ひらかドームにはペーパーレス会議の開催可能な環境が整備されているため、さらに
効率化が図られるよう活用に幅を広げられる対策を検討します。

実 施 状 況 の
評 価

活用される回数が増加しており、資料のペーパーレスによる会議開催も増加しています
が、今後も引き続き、多方面での活用の幅を拡げることが必要となっています。

期 待 さ れ る
効 果

用紙代、印刷代の節約のほか、二酸化炭素排出量の削減が図られます。

具
体
的
な

取
組
目
標

会
議

開
催
数

25回 30回

3回 30回 67回 70回

3回 17回 20回

○部長会議12回、
　その他18回

年次計画

備考

令和2年度平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

○ペーパーレス
　 システムの研
　修実施
○部長会議への
　導入

○その他主要な
　 会議への導入
○部長会議12回、
　その他18回

○部長会議12回、
　その他27回

○部長会議12回、
　その他13回

取 組 事 項 ④ペーパーレス化の推進 担当課 管財課

取 組 内 容

各種会議等において、タブレット型パソコンを活用したペーパーレス会議を実現し、紙資
源や人件費、電気料等の各種コスト削減、文書紛失等による情報漏えいの防止、文書
印刷の時間と手間を省き迅速かつ効率的な会議運用をすることを目的とし、ペーパー
レスシステムを導入し、ペーパーレス化を推進します。

継続実施 継続実施検討 実施 継続実施 継続実施

19



２．市民が満足する質の高い行政サービスの提供

（３） ICTを活用した行政サービスの向上

目標

目標
（累計）

実績

累計
（実績）

行 政 改 革
懇 談 会
コ メ ン ト

マイナンバーカードの普及に向けて、引き続き取組みを継続してください。

令 和 元 年 度
進 捗 状 況

マイナンバーカードの取得について、広報紙やホームページで周知し、普及促進を図り
ました。また、子育てワンストップサービスに続くマイナポータルを活用したサービスとし
て、被災者支援制度について、電子申請の導入までには至りませんでしたが、各種手
続について登録を行い、被災時に必要な手続きを確認できる環境を整えました。

今 後 の 展 望

今後、マイナンバーカードを活用した消費活性化策や健康保険証としての利用が予定
されているため、引き続き市民へ周知を行うとともに、マイナンバーカードの申請サポー
トを拡充するなど、さらなる普及促進に向けて取組みます。また、マイナンバーカードを
活用した市独自の行政サービスの導入については、引き続き検討していきます。

実 施 状 況 の
評 価

マイナンバーカードを活用した行政サービスの導入には至りませんでしたが、令和4年
度までにほとんどの住民がマインナンバーカードを取得することを想定して、国で示さ
れたマイナンバーカード交付円滑化計画及びマイキーＩＤ設定支援計画を策定し、マイ
ナンバーカードの普及促進に向けて準備を進めています。

期 待 さ れ る
効 果

複数のサービスへの利用が可能となり、市民の利便性が向上するほか、マイナンバー
カードの普及が推進し、業務の効率化が図られます。

具
体
的
な

取
組
目
標

サ
ー

ビ
ス

事
業
数

0事業 0事業

1事業 5事業 6事業 5事業 5事業

1事業 4事業 0事業 0事業

1事業 5事業 5事業 5事業

1事業 4事業 1事業

年次計画

備考

令和2年度平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

○e-TAX ○子育てワンス
　 トップサービス
　 への対応
・児童手当
・保育
・母子保健
・ひとり親支援

○市独自サービ
　 スへの利用に
　 ついて検討

取 組 事 項 ⑤マイナンバーカードを活用した行政サービスの導入 担当課 総務課

取 組 内 容
マイナンバーカードの普及促進を図るとともに、カードを活用した行政サービスの提供
を検討します。

検討実施 検討実施 検討 検討
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２．市民が満足する質の高い行政サービスの提供

（３） ICTを活用した行政サービスの向上

目標

目標
（累計）

実績

累計
（実績）

取 組 事 項 ⑥スマート自治体の推進 担当課 管財課

取 組 内 容

平成29年度より総務省で主催の「自治体戦略2040構想研究会」及び「地方自治体にお
ける業務プロセス・システムの標準化及びAI・ロボティクスの活用に関する研究会」等で
推進されているスマート自治体への転換について、RPA（Robotic Process Automation）
やAI等、行政ICTの導入を推進し、業務の正確性及び効率化を図ります。

備考

年次計画

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

〇RPA等の周知・
提案
（研修会及び勉強
会の開催、導入事
例等の情報収集・
情報提供）

〇RPA等の活用
事例の情報収集
及び業務への導
入検討
（研修会及び勉強
会の開催、導入事
例等の情報収集、
導入シミュレーショ
ン）

1業務

1業務 2業務

1業務

1業務

1業務

行 政 改 革
懇 談 会
コ メ ン ト

引き続き取組みを継続してください。

令 和 元 年 度
進 捗 状 況

各部課長を主に対象としたRPAの研修会の開催、県主催の市町村業務改革モデル事
業見学会（内容：RPAを活用した業務改善）の庁内周知・参加、業務効率化が見込める
部署へのRPA導入の提案等を行ってきました。

実 施 状 況 の
評 価

職員のRPAの認知及び税務課の給与支払報告書入力業務について、自動化のための
システム導入に貢献することができました。

今 後 の 展 望
今後も引き続きRPA導入事例の情報収集・情報展開、業務の自動化が見込める関係
部署への提案等、更なる業務効率化を推進していきます。

期 待 さ れ る
効 果

定型業務をRPA化することで、ヒューマンエラーの防止や職員の負担軽減に繋がり、人
件費等の削減が期待できます。

具
体
的
な

取
組
目
標

業
務
の
自
動
・

シ
ス
テ
ム
化
数

検討 実施 検討 実施
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３．効率的な組織・機構の構築

（１） 時代に即した効率的な組織・機構の構築と定員の適正化

目標

目標
（累計）

実績

実績
（累計）

実 施 状 況 の
評 価

前年度に引き続き、新本庁舎建設に係る打合せや尾上庁舎利活用検討会議が行われ
ております。その他、各課が課題解決等に向けて自発的に協議を行っています。

行 政 改 革
懇 談 会
コ メ ン ト

引き続き取組みを継続してください。

備考

令 和 元 年 度
進 捗 状 況

複数課による協議を行った実績は以下のとおりです。
課題解決：17件、施策推進：15件、事務改善：8件、定例的な協議：6件
合計46件

今 後 の 展 望 引き続き、部局の枠にとらわれない課題解決等のための協議を進めていきます。

具
体
的
な

取
組
目
標

36件 20件 20件

36件 56件

72件 115件 161件

プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト

件
数

36件 36件

36件

取 組 事 項 担当課 総務課①部局横断的なプロジェクトの推進

期 待 さ れ る
効 果

部局横断的なプロジェクトにより、施策の推進及び複雑な行政課題の解決が図られま
す。

20件 20件

時代の情勢に合った政策を推進するため、政策課題を整理して、部局横断的なプロ
ジェクトにより取組みます。

平成28年度 平成29年度 平成30年度

43件 46件

○施策推進
　9プロジェクト
　（シティプロモー
　ション、バイオ
　マス産業都市
　構想等）
○課題解決
　 16プロジェクト
○事務改善
 　11プロジェクト

76件 96件 116件

取組内容

令和2年度令和元年度

年次計画

○プロジェクト例
・シティプロモー
 ション
・バイオマス産業
 都市構想
・健康づくり
・商店街活性化
・移住定住促進
・食育推進
・空き家対策

・新本庁舎建設に
　係る打合せ
・尾上庁舎利活用
　検討会議　等

実施 継続実施 継続実施継続実施継続実施
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３．効率的な組織・機構の構築

（１） 時代に即した効率的な組織・機構の構築と定員の適正化

目標

目標
（累計）

実績

実績
（累計）

行 政 改 革
懇 談 会
コ メ ン ト

限られた人数の中で質の高い行政サービスの提供を維持するのは厳しいと思うが、効
率的な組織・機構の構築に向けて検討を進めてください。

令 和 元 年 度
進 捗 状 況

定員管理の適正化については、新採用者を1名多く採用したため、目標の達成には至
りませんでした。

今 後 の 展 望
令和４年度の新庁舎開庁時を目標に、令和２年度から組織・機構の見直しの検討を開
始します。

実 施 状 況 の
評 価

定員管理の適正化については、当該年度における目標は達成できていないものの、最
終的に目標を達成できるよう定員適正化計画を見直ししました。

期 待 さ れ る
効 果

真に必要な職員数を確保しつつ、職員人件費を縮減することにより、将来にわたり質の
高い行政サービスの提供が図られます。

具
体
的
な

取
組
目
標

職
員
削
減
数

3人 1人 4人 1人

3人 4人 8人 9人

2人 1人

3人 4人 8人 10人 11人

3人 1人 4人

年次計画

備考

令和2年度

○組織・機構
　 の見直し

年次計画は別紙のとおり

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

○定員管理の
　 適正化

取 組 事 項 ②組織・機構の構築と定員管理の適正化 担当課 総務課

取 組 内 容

市が行うべき行政分野の重点化・適正化を徹底し、市民が満足する質の高い行政サー
ビスを必要最小限の行政資源で提供できるよう、部局の統廃合、新設等を行い、効率
的な組織・機構の構築を目指します。また、業務量の変化などに応じて職員配置の見
直しを行い、本市の規模に見合う職員数となるよう適正化を図ります。

継続実施 継続実施 継続実施継続実施 継続実施 検討
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別紙（定員管理の適正化）

■年度別数値目標

28年度 29年度 30年度 元年度 2年度 3年度

327 326 322 321 320 317

一般行政職 280 277 273 273 272 274

医療職 26 25 22 20 20 20

技能労務職 21 18 14 14 11 11

再任用（フルタイム） 0 6 13 14 17 12

― △ 1 △ 4 △ 1 △ 1 △ 3

― △ 0.3 △ 1.2 △ 0.3 △ 0.3 △ 0.9

― △ 1 △ 5 △ 6 △ 7 △ 10

― △ 0.3 △ 1.5 △ 1.8 △ 2.1 △ 3.1

■職種別退職予定者

28年度 29年度 30年度 元年度 2年度 合計

21 26 36 29 25 137

一般行政職 17 15 16 12 8 68

医療職 1 1 6 0 0 8

技能労務職 3 4 1 3 0 11

再任用（フルタイム） 0 6 13 14 17 50

■職種別採用計画及び職員数見込み

29年度 30年度 元年度 2年度 3年度 合計

21 26 36 29 25 137

一般行政職 14 9 16 11 10 60

医療職 0 0 4 0 0 4

技能労務職 0 0 1 0 0 1

再任用（フルタイム） 6 13 14 17 12 62

計　Ｂ 20 22 35 28 22 127

△ 1 △ 4 △ 1 △ 1 △ 3 △ 10

326 322 321 320 317

前年度退職予定者　Ａ

新
規
採
用
予
定
者
数

職員削減数　Ｂ－Ａ

4月1日現在職員数

累計目標数（対28年度比）(人)

累計削減率（対28年度比）(％)

区分

退職予定者　Ａ

内
訳

区分

対前年度比削減率（％）

定員適正化計画

（各年度4月1日現在）

目標職員数（人）

対前年度比目標数（人）
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３．効率的な組織・機構の構築

（２） 人材育成の推進

目標

実績

変更

目標

実績

今 後 の 展 望 職員の能力向上に寄与するため、継続して実施します。

実 施 状 況 の
評 価

全体として計画に沿った研修が実施されました。

行 政 改 革
懇 談 会
コ メ ン ト

引き続き取組みを継続してください。

令 和 元 年 度
進 捗 状 況

・係長以下「タイムマネジメント研修」199人　・管理職「管理監督職のためのメンタルヘ
ルス研修」47人　・新採用「新採用者研修」17人　・内部講師研修「契約」42人、
「シティープロモーション」42人　・その他「労働安全衛生特別教育(チェーンソー）」補講
も含め35人、「労働安全衛生教育(刈払機)」4人、「認知症サポーター養成講座」50人

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

○職員研修
・係長以下　1回
・管理職　　 1回
・新採用　　 1回
・内部講師　2回
・出前講座　1回

○職員研修
・係長以下　1回
・管理職　　 1回
・新採用　 　1回
・内部講師　2回
・その他　　 2回

○職員研修
・係長以下　1回
・管理職　　 1回
・新採用　 　1回
・内部講師　2回
・出前講座　1回
・その他 　　2回

○職員研修
・係長以下　1回
・管理職　　 1回
・新採用　 　1回
・内部講師　2回
・その他　　 3回

受
講
者
数

550人

○職員研修
・係長以下　1回
・管理職　　 1回
・新採用　 　1回
・内部講師　2回
・出前講座　1回
・その他　　 2回

取 組 事 項 担当課 総務課①職員研修の充実

取 組 内 容
　「平川市人材育成基本方針」に基づき、職員の経営能力や専門性・創造性を高める
研修機会の充実に努め人材育成を推進します。

8回

年次計画

備考

436人

期 待 さ れ る
効 果

職員一人ひとりの能力の向上により、効率的な行政運営が推進されるほか、職員自ら
が成長を実感することにより、やる気と働き甲斐の向上が期待されます。

8回
具
体
的
な
取
組
目
標

6回 7回 8回
研
修
実
施

回
数

6回 7回 8回 8回

450人 500人 550人 550人

402人 519人 486人

継続実施 継続実施 継続実施 継続実施継続実施
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３．効率的な組織・機構の構築

（２） 人材育成の推進

目標

実績

実 施 状 況 の
評 価

昨年度において、評価者全員に対し「評価能力向上研修」を実施したため、今年度は
新任者のみの1回の研修受講で終わりましたが、安定した人事評価制度として定着して
きています。

行 政 改 革
懇 談 会
コ メ ン ト

引き続き取組みを継続してください。

備考

令 和 元 年 度
進 捗 状 況

「市町村人事評価運用研修」（県主催）の受講を、新たに評価者となった職員へ受講さ
せました。昨年度において、外部講師を招き評価者全員を対象に「評価能力向上研修」
を実施したため、今年度は研修を1回のみで終わる予定です。

今 後 の 展 望
研修の受講を継続的に進めることに加え、市独自の研修も考慮する必要があると考え
ます。

期 待 さ れ る
効 果

評価結果に基づき、職員の特性を踏まえた人材育成により、効果的に職員のレベル
アップが図られ、限られた職員数で安定した行政サービスの提供が図られます。

具
体
的
な

取
組
目
標

評
価
者

研
修
回
数

2回 2回

1回 1回 2回 1回

1回 2回 2回

年次計画

令和2年度平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

○本格運用開始 ○評価者のスキ
　 ルアップの方法
　 を検討・実施

○評価者のスキ
　 ルアップの方法
　 を検討・実施

取 組 事 項 ②人事評価システムの効果的な運用 担当課 総務課

取 組 内 容
能力・実績を重視した公正かつ客観的な「人事評価システム」の効果的な運用により適
材適所の人材配置を進め、職員の意欲・能力が十分発揮できる体制づくりを進めま
す。

継続実施 継続実施 継続実施継続実施実施
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４．健全な財政運営の推進

（１） 健全財政の維持

目標

実績

今 後 の 展 望 今後もわかりやすい財政の公表に努めていきます。

実 施 状 況 の
評 価

公表については、計画どおり目標の5回を達成できる見込みとなっています。

行 政 改 革
懇 談 会
コ メ ン ト

引き続き取組みを継続してください。

年次計画

備考

令 和 元 年 度
進 捗 状 況

下記により、財政の公表を行っております。
広報紙への予算・決算の掲載（4月・11月）
財政報告書の公表（6月・12月）
財務書類の公表（3月予定）

期 待 さ れ る
効 果

分かりやすい財政の公表により、市民の関心や理解度が高まり、市民参画型の財政運
営の推進が図られます。

5回 5回 5回 5回

○広報紙での
　 公表
・予算
・決算
○HPでの公表
・財政報告書
・財務書類等

○統一的な基準
   による固定資産
   台帳と財務書類
   の整備

具
体
的
な

取
組
目
標 5回 5回 5回 5回

公
表
回
数

5回

取 組 事 項 ①市民に分かりやすい財務状況の公表 担当課 企画財政課

取 組 内 容
各種財政指標やバランスシート等について、市民にわかりやすくホームページや広報
紙で公表します。

令和2年度平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

継続実施継続実施 継続実施 継続実施継続実施
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４．健全な財政運営の推進

（１） 健全財政の維持

目標

実績

目標

実績

行 政 改 革
懇 談 会
コ メ ン ト

引き続き取組みを継続してください。

令 和 元 年 度
進 捗 状 況

実質公債費比率について、目標であった11.7％と同程度となりました。

今 後 の 展 望
大型建設事業が続くことで、令和元年度の財政運営計画においては、令和4年度に公
債費がピークとなる見込みです。中長期的な観点で引き続き健全な財政運営を行って
いきます。

実 施 状 況 の
評 価

実質公債費比率について、18％を超えた場合は、地方債を発行するときに国の許可が
必要となりますが、平川市では18％以下で推移しており、健全な財政状況が維持され
ています。

期 待 さ れ る
効 果

財政指標の動向を注視しながら財政運営を行うことで、将来にわたり安定した市民
サービスの提供が図られます。

将
来
負
担

比
率

具
体
的
な

取
組
目
標

実
質
公
債

費
比
率

10.1%

-

- - - - -

- - - -

8.5%

13.8% 12.6% 11.7% 翌年度算定

13.9% 12.8% 11.7%

年次計画

備考

令和2年度平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

○計画的な事業
　 執行による新発
   債の抑制
○繰上償還

取 組 事 項 ②公債費負担の適正化 担当課 企画財政課

取 組 内 容
財政の健全性を判断するうえで大きなポイントとなる公債費の抑制を図るため、計画的
な事業執行による新発債の抑制、繰上償還などにより公債費の適正化を推進します。

継続実施継続実施 継続実施 継続実施
継続実施
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４．健全な財政運営の推進

（２） 市税等自主財源の確保

目標

実績

目標

実績

取 組 事 項 ①市税の収納率向上対策 担当課 税務課

取 組 内 容
平川市税徴収向上計画に基づき、積極的に滞納の解消に努め、税負担の公平性を確
保し、市税の収納率の向上を図ります。

令和2年度

年次計画

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

○滞納防止
・口座振替の推奨
・コンビニ収納等
　（再掲）
○滞納整理の
　 強化
・滞納整理機構
 との連携
・納税相談窓口
 の開設
・臨戸徴収の強化

備考

具
体
的
な

取
組
目
標

収
納
率

現
年
分

98.3% 98.4% 98.5% 98.6% 98.7%

98.1% 98.3% 98.4% 98.5%

12.9%収
納
率

滞
繰
分

12.5% 12.6% 12.7% 12.8%

16.0% 21.1% 16.3% 16.3%

今 後 の 展 望 今後も引き続き、収納率の向上に努めます。

行 政 改 革
懇 談 会
コ メ ン ト

引き続き取組みを継続してください。

期 待 さ れ る
効 果

納税義務者及び収納状況を適切に把握しながら、納めやすい環境づくりを進めること
により、収納率が向上し、自主財源の確保が図られます。

令 和 元 年 度
進 捗 状 況

前年度に引き続き、コンビニ収納及びスマートフォンアプリ収納サービスの推進、口座
振替の推奨、納税相談窓口の開設、戸別訪問による徴収の強化等、収納率向上のた
めの取組みを実施し、市税の納付機会の拡大を図りました。

実 施 状 況 の
評 価

収納率は、昨年度とほぼ同等の平年並みの数値の見込みとなりました。
現年分については、コンビニ収納の利用率が上昇しており、平年並みを確保できる見
込みです。
繰越分については、催告や滞納処分等により、平年並みを確保できる見込みです。

継続実施 継続実施継続実施 継続実施継続実施
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４．健全な財政運営の推進

（２） 市税等自主財源の確保

目標

目標
（累計）

実績

実績
（累計）

実績

実績
（累計）

②使用料・手数料等の受益者
　負担の適正化

市民課、葛川支所、尾上総合支所市民
生活課、農林課、商工観光課、碇ヶ関
総合支所市民生活課、碇ヶ関公民館、
平賀公民館、文化ホール、スポーツ課

期 待 さ れ る
効 果

施設使用料や各種手数料の積算根拠を明確化し、減免規定を見直すことにより、公平
で適正な料金体制の構築が期待されます。

具
体
的
な

取
組
目
標

見
直
し
回
数

28千円 62千円 82千円 562千円

備考

平成28年度実績：平賀農村環境改善センター使用料改正
平成30年度実績：食産業振興センター使用料改正
令和元年度実績：平賀農村環境改善センター使用料改正及び消費税率改定に伴う
　　　　　　　　　　　 各使用料等見直し
（財政効果額に消費税率改定に伴う見直し分は含まない。）

年次計画

1回 1回 1回

28千円 34千円 20千円 480千円

1回 1回 2回 3回

1回 1回

○近隣市町村の
　 料金及び設定
　 根拠の実態調
　 査、比較検討

1回

財
政

効
果
額

取 組 事 項 担当課

○消費税10％の
　 改定に合わせ
   た見直し

取 組 内 容
近隣市町村の実態調査等を行い、料金の適正化を推進するほか、消費税の改定に合
わせて市全体の使用料・手数料等の見直しを行います。

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

実施 継続実施検討 検討 実施 継続実施検討 検討 実施
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４．健全な財政運営の推進

（２） 市税等自主財源の確保

令和2年度

取 組 事 項
②使用料・手数料等の受益者
　　負担の適正化

担当課

市民課、葛川支所、尾上総合支所市民
生活課、農林課、商工観光課、碇ヶ関
総合支所市民生活課、碇ヶ関公民館、
平賀公民館、文化ホール、スポーツ課

年次計画

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

○近隣市町村の
　 料金及び設定
　 根拠の実態調
　 査、比較検討

○消費税10％の
　 改定に合わせ
   た見直し

市
民
課

検討対象 墓地管理手数料

令和元年度
進捗状況

新館、新屋町の両公営墓地は消費税率改定を踏まえ、本体価格に増税分を付加した
管理手数料へ見直しました。碇ヶ関地域公営墓地については、手数料の負担がなく、
修繕等の事業の公平性を確保することから、手数料の設定を検討するため、使用者不
明区画等の調査を行っているところです。

実施状況の
評価

現在、手数料負担のない碇ヶ関地域公営墓地については、一部使用者不明区画が数
多く存在し、承継者の所在調査がなかなか進捗していません。また、区画の形状、面積
が一定ではないため、手数料の算定や住民の理解を得ることが大きな課題となりま
す。手数料の受益者負担の適正化を進める上で、各地域の背景や管理形態の相違を
考慮し、慎重な検討を行っていく必要があります。

今後の展望 引き続き検討を進めることとします。

葛
川
支
所

検討対象 簡易水道使用料

令和元年度
進捗状況

消費税率改定を踏まえ、本体価格に増税分を付加した使用料へ見直しました。

実施状況の
評価

東部地区においては、人口減少と高齢化が著しく、給水収益の減少が続いています。
その一方で、水道施設老朽化に伴う事業費増が見込まれることから、今後も安定した
サービスを提供するため、引き続き使用料の見直しについて検討を行っていく必要が
あります。

今後の展望
管路や給水設備などの資産を適正に管理するため、固定資産台帳の整備を進めるとと
もに、経営状況を的確に把握しながら使用料見直しの議論を行っていきます。

尾
上
総
合
支
所
　
市
民
生
活
課

検討対象
温泉使用料
生涯学習センター使用料

令和元年度
進捗状況

消費税率改定を踏まえ、本体価格に増税分を付加した使用料へ見直しました。

実施状況の
評価

消費税率改定と同時に適切に使用料が改定されました。

今後の展望 近隣市町村等の動向に注視し、適切に対応していきます。

実施 継続実施検討 検討
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４．健全な財政運営の推進

（２） 市税等自主財源の確保

令和2年度

取 組 事 項
②使用料・手数料等の受益者
　　負担の適正化

担当課

市民課、葛川支所、尾上総合支所市民
生活課、農林課、商工観光課、碇ヶ関
総合支所市民生活課、碇ヶ関公民館、
平賀公民館、文化ホール、スポーツ課

年次計画

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

○近隣市町村の
　 料金及び設定
　 根拠の実態調
　 査、比較検討

○消費税10％の
　 改定に合わせ
   た見直し

実施 継続実施検討 検討

農
林
課

検討対象
平川市食産業振興センター使用料
平川市平賀農村環境改善センター使用料

令和元年度
進捗状況

食産業振興センターについては、令和元年5月1日から見直し後の使用料を適用してい
ます。また、消費税率改定を踏まえ、本体価格に増税分を付加した使用料へ見直しま
した。
平賀農村環境改善センターについては、令和2年4月1日からの適用に向けて見直しを
行いました。

実施状況の
評価

食産業振興センターの利用実態と平賀農村環境改善センターの施設改修を踏まえ、適
切に見直しが行われました。

今後の展望
引き続き、各施設の利用状況や運営経費を勘案し、使用料の見直しを検討していきま
す。

商
工
観
光
課

検討対象 さるか荘、ふるさとセンター、もてなしロマン館使用料

令和元年度
進捗状況

消費税率改定を踏まえ、本体価格に増税分を付加した使用料へ見直しました。

実施状況の
評価

消費税率改定と同時に適切に使用料が改定されました。

今後の展望
各施設の利用状況や運営経費を勘案し、定期的に使用料の見直しを検討していきま
す。

碇
ヶ
関
総
合
支
所
　
市
民
生
活
課

検討対象
碇ヶ関温泉会館（入浴料、利用料）
古懸コミュニティ浴場・久吉たけのこ温泉使用料（入浴料）
温泉交流館使用料（入浴料）　等

令和元年度
進捗状況

施設利用料については、消費税率改定を踏まえ、本体価格に増税分を付加した使用
料へ見直しました。
入浴料については、将来的に見直しが必要となると考えられるため、引き続き、慎重に
検討を行っております。

実施状況の
評価

消費税率改定と同時に適切に使用料が改定されました。

今後の展望
入浴料については、各施設の収支バランスを考慮し、適正な料金となるよう引き続き検
討を行います。
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４．健全な財政運営の推進

（２） 市税等自主財源の確保

令和2年度

取 組 事 項
②使用料・手数料等の受益者
　　負担の適正化

担当課

市民課、葛川支所、尾上総合支所市民
生活課、農林課、商工観光課、碇ヶ関
総合支所市民生活課、碇ヶ関公民館、
平賀公民館、文化ホール、スポーツ課

年次計画

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

○近隣市町村の
　 料金及び設定
　 根拠の実態調
　 査、比較検討

○消費税10％の
　 改定に合わせ
   た見直し

実施 継続実施検討 検討

平
賀
公
民
館
・
碇
ヶ
関
公
民
館

検討対象 公民館使用料

令和元年度
進捗状況

消費税率改定を踏まえ、本体価格に増税分を付加した使用料へ見直しました。

実施状況の
評価

消費税率改定と同時に適切に使用料が改定されました。

今後の展望
各施設の利用状況や運営経費を勘案し、定期的に使用料の見直しを検討していきま
す。

文
化
ホ
ー
ル

検討対象 文化センター使用料

令和元年度
進捗状況

消費税率改定を踏まえ、本体価格に増税分を付加した使用料へ見直しました。

実施状況の
評価

消費税率改定と同時に適切に使用料が改定されました。

今後の展望
見直し後も、利用状況や運営経費を勘案し、定期的に使用料の見直しを検討していき
ます。

行 政 改 革
懇 談 会
コ メ ン ト

引き続き取組みを継続してください。

ス
ポ
ー
ツ
課

検討対象 平川市運動施設使用料

令和元年度
進捗状況

消費税率改定を踏まえ、本体価格に増税分を付加した使用料へ見直しました。
また、施設をより多く利用していただくため、トレーニングルーム回数券を導入しました。

実施状況の
評価

消費税率改定と同時に適切に使用料が改定されました。

今後の展望
令和2年4月に新体育館が供用開始となることから、近隣市町村の料金及び設定根拠
の調査をし、使用料金の設定を行いました。
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４．健全な財政運営の推進

（２） 市税等自主財源の確保

目標

実績

行 政 改 革
懇 談 会
コ メ ン ト

引き続き取組みを継続してください。

令 和 元 年 度
進 捗 状 況

今 後 の 展 望

実 施 状 況 の
評 価

期 待 さ れ る
効 果

安定した寄附金を獲得することでまちづくりに関連した施策に係る財源確保につなが
り、また、返礼品を拡充することで物産販売が推進され、経済効果やPRにつながること
が期待されます。

具
体
的
な

取
組
目
標

寄
附
金
額

300,000千円 300,000千円

281,278千円 171,342千円 437,513千円 240,000千円

270,000千円 300,000千円 300,000千円

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

○毎年度検討
・周知方法
・返礼品の拡充
・委託事業者
・事務の効率化
　(年末の体制等)

・年末限定企画の
　実施
・返礼品の拡充

・年末限定企画の
　実施
・返礼品の拡充
・決済方法の拡充
・インターネット
　サイト上の掲載
　機会の拡大

・新規ポータルサ
　イトの導入
・年末限定企画の
　実施
・返礼品の拡充

インターネット上で新しく6つのポータルサイトを導入し、計7つのポータルサイト（ふるさ
とチョイス、楽天等）から寄附の申込み受付を開始し、寄附者の目に触れる機会を増や
すための取組みを実施しました。
リピーター確保のため、前年度の寄附者に対し返礼品のカタログを送付しました。
返礼品の提供事業者が1事業者増え、返礼品が拡充しました。

インターネット上での寄附者の目に触れる機会を増やすため、さらなるポータルサイト
の導入や寄附者の利便性の向上のため決済方法の拡充を検討します。また、返礼品
の新たな提供事業者を発掘し、返礼品の充実を図ります。

総務省の通達により返礼品に対する寄附金額の見直しを行うため、寄附の受付を休止
した時期もありましたが、新しいポータルサイトの導入により、寄附金額や件数が回復
しています。

取 組 事 項 ③ふるさと納税推進 担当課 総務課

取 組 内 容
市のふるさと納税について、返礼品やホームページ等によるPRを拡充し、安定した寄
附金の獲得を図ります。

年次計画

備考

令和2年度

継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施
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４．健全な財政運営の推進

（２） 市税等自主財源の確保

目標

目標
（累計）

実績

実績
（累計）

変更

目標

目標
（累計）

実績

実績
（累計）

今 後 の 展 望
市有財産のリストの更新を行い、現地調査のうえ、売却・貸付等が可能な財産について
は活用を推進していきます。売却について、広く周知する方法を検討していきます。

行 政 改 革
懇 談 会
コ メ ン ト

引き続き取組みを継続してください。

期 待 さ れ る
効 果

遊休財産を処分することにより、自主財源の確保や維持管理費の減少による財政効果
が見込まれ、さらには保有施設総量の適正化が図られます。

令 和 元 年 度
進 捗 状 況

土地・建物等の遊休の市有財産について、貸付を実施しました。主に民間事業者2社へ
の貸付を行っております。JR碇ヶ関駅前市有地を売却しようと公募しましたが、応募者
がいませんでした。

実 施 状 況 の
評 価

市有財産の有効活用が図られ、歳入の増加や、施設管理費の削減等の財政効果が得
られております。

1,327千円 2,634千円 3,926千円 5,202千円

貸
付
額

1,327千円 1,327千円 1,327千円 1,327千円

1,327千円 1,307千円 1,292千円 1,276千円

1,327千円

1,327千円 2,654千円 3,981千円 5,308千円 6,635千円

5,375千円 15,291千円 0円

25,000千円 30,375千円 45,666千円 45,666千円

○売却
・旧碇ヶ関駐在所
○貸付
・主に民間事業者
　2社

備考
平成29・30・令和元年度収入減：固定資産評価額の変動に伴い、使用料が減額となり
ました。

具
体
的
な

取
組
目
標

売
却
額

25,000千円 862千円

25,000千円 25,000千円 25,000千円 25,000千円 25,862千円

25,000千円

年次計画

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

○毎年度検討
・市有財産リスト
 の更新
・現地確認
・売却等可能財産
 の調査
・売却等可能財産
 の処分推進
○売却
・農産物集出荷
 施設用地（残地）
○貸付
・主に民間事業者
 2社

○貸付
・主に民間事業者
　2社

○貸付
・主に民間事業者
　2社

○売却
・碇ヶ関駅前公有
　地
○貸付
・主に民間事業者
　2社

令和2年度

取 組 内 容
将来的に利用が見込まれない遊休財産(土地・建物)について、歳入確保のために売
却・貸付を推進します。

取 組 事 項 ④市有財産の有効活用 担当課 管財課

継続実施 継続実施 継続実施 継続実施継続実施
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４．健全な財政運営の推進

（２） 市税等自主財源の確保

目標

目標
（累計）

実績

実績
（累計）

行 政 改 革
懇 談 会
コ メ ン ト

引き続き取組みを継続してください。

令 和 元 年 度
進 捗 状 況

入札を実施したことにより、自動販売機設置貸付収入が増額となりました。

実 施 状 況 の
評 価

設置貸付収入が増額されたと共に、要綱、要領等が整備されたことにより事務の流れ
がスムーズになりました。

今 後 の 展 望
近隣市町村の動向や情報収集に努め、必要に応じて入札制度や要綱・要領等の見直
しを行います。

期 待 さ れ る
効 果

入札制度の導入により、自動販売機設置貸付収入の増加が見込まれます。

具
体
的
な

取
組
目
標

貸
付
額

800千円

133千円 933千円 1,733千円

128千円 3,783千円

133千円 800千円

128千円 3,911千円

備考 平成３０年度より新たに取組を開始しました。

年次計画

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

取 組 内 容
行政財産の余裕部分への自動販売機設置に関して、入札制度導入による貸付を行う
ことで、収入の増加を目指します。

取 組 事 項 ⑤行政財産の貸付による収入の見直しについて 担当課 管財課

継続実施 継続実施検討 実施
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４．健全な財政運営の推進

（３） 事務事業の見直し

目標

目標
（累計）

実績

実績
（累計）

行 政 改 革
懇 談 会
コ メ ン ト

市単独では難しいことでも、広域連携により効率的・効果的な事業の実施に繋がるの
で、引き続き取組みを継続してください。

17事業 17事業 18事業

期 待 さ れ る
効 果

近隣市町村等との連携により、少ない職員数で効率的に行政サービスを提供していく
ことができ、安定した財政運営の推進が図られます。

連
携
事
業
数

17事業

19事業

○定住自立圏に
　おける広域連携
　事業
・電算システムの
 共同利用

○定住自立圏に
　おける広域連携
　事業
・成年後見制度の
 広域対応
・移住・定住の促
 進

2事業

21事業

1事業 1事業

1事業 1事業

具
体
的
な

取
組
目
標

17事業

17事業 17事業 18事業 19事業

取 組 事 項 ①広域連携事業の推進 担当課
企画財政課
商工観光課

取 組 内 容
近隣市町村との情報共有、広域連携により業務の効率化を図ることができる事務事業
については、弘前圏域定住自立圏の連携施策として提案し、積極的に推進します。ま
た、県や近隣市町村等との連携可能な事業についても推進します。

年次計画

備考

令和2年度平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

○定住自立圏に
　おける広域連携
　事業（15事業）
○その他連携
　事業
・津軽南地域新幹
 線開業効果
 研究会
・友好交流協定
　（台中市）

○定住自立圏に
　おける広域連携
　事業
・空き家対策事業
○その他連携
　事業
・津軽南地域観光
 推進協議会
※平成30年度名称変更

令 和 元 年 度
進 捗 状 況

定住自立圏の連携事業については、令和2年度から実施される事業項目を追加するた
め、令和元年10月に変更協定を締結しました。
津軽南地域観光推進協議会の事業については、弘南鉄道と3市村で連携し、冬の田ん
ぼアートや当市のイルミネーションを巡るツアーを実施しました。
友好交流協定に関する事業としては、台中市のサイクリングイベントやランタンフェス
ティバルに参加するとともに、台中市内の大学関係者や温泉協会の方々に当市におい
でいただき、交流を深めました。

今 後 の 展 望

令和2年度からは、定住自立圏を形成する自治体と「成年後見人制度の広域対応」及
び「移住・定住の促進」に取組むこととしています。
津軽南地域観光推進協議会については、3市村と弘南鉄道の連携を継続し、公共交通
機関を活用した誘客に取組んでいきます。
台中市との交流については、県と協力して新たな交流分野を探り、さらなる誘客促進に
向け取組んでいきます。

実 施 状 況 の
評 価

定住自立圏の連携事業については、市単独では困難な事業等を他自治体のノウハウ
やシステムを活用しながら実施することができ、市民サービスの向上につなげることが
できました。
津軽南地域観光推進協議会の事業については、弘南鉄道の活用と3市村の誘客促進
につながります。
台中市との交流については、台中市でのＰＲ活動及び青森空港と桃園空港の直行便
が就航したことにより、平川市を訪れる方々の増加が期待されます。

継続実施 継続実施継続実施 継続実施継続実施
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４．健全な財政運営の推進

（３） 事務事業の見直し

目標

目標
（累計）

実績

実績
（累計）

目標

目標
（累計）

実績

実績
（累計）

今 後 の 展 望

目標とした令和2年度からの実施は見直すこととしました。学校管理業務に関しては、こ
れまで経費削減の観点から外部委託を検討してきましたが、学校における働き方改革
を推進する必要があることから、外部委託は一部業務に留め、残りはこれまでどおり市
直営で行う方針とし、引き続き検討を進めます。

行 政 改 革
懇 談 会
コ メ ン ト

引き続き取組みを継続してください。

期 待 さ れ る
効 果

外部委託を踏まえて計画することで、効率的な学校管理が可能となり、経費削減が図
られます。

令 和 元 年 度
進 捗 状 況

他自治体の事例や各学校現場の意見を踏まえて、職員管理担当課と協議を行った結
果、現在の学校管理業務の全てを委託することは取りやめとし、学校管理業務の一部
のほか、教職員のサポート事務も行うこととして、再任用職員や会計年度任用職員の
配置を検討することとしました。
また、草刈りなどの一部業務については、外部委託するなど、業務分担を見直して、今
後のあり方を検討することとしました。

実 施 状 況 の
評 価

慎重に検討を進めたうえで外部委託へ移行することにより、質を落とさず適切な学校管
理業務が継続されます。

財
政
効
果

0件

0件

備考

具
体
的
な

取
組
目
標

委
託
件
数

0件 0件

0件 0件

年次計画

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

○学校用務員の
　 業務内容整理
○委託可能な
　 業務の検討

令和2年度

取 組 事 項 ②学校管理業務の見直し 担当課 学校教育課

取 組 内 容
学校用務員が行っている学校管理に関する業務について、学校用務員の再任用期間
満了以降、順次外部委託へ移行します。

検討検討 検討 検討
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４．健全な財政運営の推進

（４） 公共施設マネジメントの推進

目標

目標
（累計）

実績

実績
（累計）

変更

目標

目標
（累計）

実績

実績
（累計）

今 後 の 展 望
個別管理計画に基づき、公共サービス・施設等の規模の適正化、公共施設等の効率
的な施設管理及び有効活用による公共施設等の全体最適化が図られ、真に必要とさ
れる公共サービスの提供を維持・確保することが出来ます。

行 政 改 革
懇 談 会
コ メ ン ト

引き続き取組みを継続してください。

期 待 さ れ る
効 果

施設総量の縮減により、老朽化が進んだ施設の維持管理費等の削減が図られます。

令 和 元 年 度
進 捗 状 況

尾上学校給食センターが平賀学校給食センターと統合され、碇ヶ関総合支所が碇ヶ関
公民館と複合化されました。
公共施設等総合管理計画のフォローアップのため、施設カルテの更新作業を実施して
おり、年度内に取りまとめる予定です。

実 施 状 況 の
評 価

更新した施設カルテにより、施設毎の対策内容等の把握が可能となり、今後の施設総
量の適正化の検討を進めることができます。

財
政
効
果
額

1施設 0施設 2施設

1施設 1施設 3施設

備考
取組の対象を行政財産の統廃合や複合化とすることで整理を行ったことにより、平成
32年度の目標を見直した。

具
体
的
な
取
組
目
標

整
理
対
象

施
設
数

1施設 2施設 0施設

1施設 1施設 3施設 3施設

年次計画

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

○公共施設等
　 総合管理計画
　 の策定

○統廃合や複合
　化が可能な施設
　の方針検討
○旧平川診療所
　（解体）

○個別管理計画
　 の策定

○尾上学校給食
　センター
　（平賀学校給食
　センターへ統合）
○碇ヶ関総合
　支所
　（公民館と複合
　化）

令和2年度

取 組 事 項 ①施設総量の適正化（統廃合、複合化） 担当課 管財課・関係課

取 組 内 容
平川市公共施設等総合管理計画に基づき、市有施設全てを対象とした統廃合や複合
化を推進し、施設総量の適正化を進めます。

継続実施検討 実施 検討 検討
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４．健全な財政運営の推進

（５） 地方公営企業の経営健全化

目標

実績

目標

実績

今 後 の 展 望 引き続き、滞納者に対する督促や催告等の取組みを行い、収納率の向上に努めます。

実 施 状 況 の
評 価

収納率につきましては、目標の数値を下回る見込みとなっていますが、昨年に引き続き
収納率向上のため戸別訪問や給水停止、口座振替の推奨等の取組みを行っておりま
す。

行 政 改 革
懇 談 会
コ メ ン ト

引き続き取組みを継続してください。

今年度は、特に収納率が低下する要因がないことから、年度末には例年並みの収納
率を確保する見込みです。

年次計画

備考

令 和 元 年 度
進 捗 状 況

期 待 さ れ る
効 果

加入者及び収納状況を適切に把握しながら、納めやすい環境づくりを進めることによ
り、収納率が向上し、上下水道の経営健全化が図られます。

99.00% 99.00%

具
体
的
な

取
組
目
標

99.00% 99.00% 99.00%

99.00% 99.00%

上
水
道

収
納
率

下
水
道

収
納
率

98.64% 98.57% 98.51%

98.84% 98.71% 98.61%

99.00% 99.00%

令和元年度

98.67%

98.58%

令和2年度

99.00%

取 組 事 項 ①上下水道料金の収納率向上

取 組 内 容
積極的に滞納の解消に努め、使用者負担の公平性を確保し、使用料の収納率向上を
図ります。

担当課 上下水道課

平成28年度 平成29年度 平成30年度

○収納率向上
　 対策
・督促状送付
　(毎月)
・催告書送付
　(年4回)
・給水停止

継続実施 継続実施継続実施継続実施 継続実施
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４．健全な財政運営の推進

（５） 地方公営企業の経営健全化

目標

実績

実 施 状 況 の
評 価

件数増加の要因は、加入率向上の取組みのほか、民間の分譲による新築住宅の増加
にあると考えられます。新築住宅の増加による加入率増加の状況は継続すると考えら
れ、今後も加入率は微増の傾向となる見込みとなっています。

行 政 改 革
懇 談 会
コ メ ン ト

引き続き取組みを継続してください。

備考

令 和 元 年 度
進 捗 状 況

前年に引き続き、水洗化啓発活動等による加入率向上に努めています。

今 後 の 展 望
現時点で年次計画における令和元年度の目標を達成していることから、令和2年度の
目標を8,750件に上方修正し、加入促進を進めます。

期 待 さ れ る
効 果

加入件数の増加により、市民の快適な生活環境の向上が図られます。

具
体
的
な

取
組
目
標

下
水
道
加
入
件
数

（
休
止
分

を
除
く

）

8,650件 8,750件

8,413件 8,496件 8,650件 8,720件

8,350件 8,400件 8,550件

年次計画

令和2年度平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

○下水道加入率
　 向上対策の見
 　直し・拡充
○年間新規加入
 　件数目標50件

取 組 事 項 ②下水道加入の促進 担当課 上下水道課

取 組 内 容
水洗トイレ改造資金貸付のあっせんや水洗化啓発活動などにより、下水道加入率向上
対策をさらに充実し、より一層の料金収入の増加に努めます。

継続実施 継続実施 継続実施継続実施継続実施
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５．民間活力の活用

（１） 民間委託等の推進

目標

目標
（累計）

実績

実績
（累計）

行 政 改 革
懇 談 会
コ メ ン ト

引き続き取組みを継続してください。

令 和 元 年 度
進 捗 状 況

今年度、新規に業務委託を開始した業務はありませんでしたが、令和2年度から
実施の平川市学校給食センターにおける調理、運搬、清掃業務の外部委託につ
いて、令和2年2月に業務委託契約を締結しました。

実 施 状 況 の
評 価

平川市学校給食センターの外部委託について、令和2年度からの委託開始に向
け準備を進めています。

今 後 の 展 望
市民サービスの維持向上のため、引き続き外部委託が可能な業務について検
討を行っていきます。

2業務 0業務 0業務

期 待 さ れ る
効 果

民間委託の推進により、市民サービスの向上や経費削減が図られます。

2業務 2業務 2業務

・調理、運搬、
  清掃業務

備考

具
体
的
な
取
組
目
標

委
託
業
務
数

1業務 1業務 0業務 1業務

1業務 2業務 2業務 3業務

年次計画

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

○外部委託可能
　 な業務の検証
○近隣市町村の
 　状況調査、
　 比較検討

○業務例
・除雪・雪おろし
・窓口
・植栽管理
・普通財産
  管理等業務

令和2年度

取 組 事 項 ①施設管理や事務事業に係る外部委託の推進 担当課 総務課

取 組 内 容
施設の維持管理、除雪・雪降し、窓口、植栽管理など外部委託が可能な業務を
検証し、適正な民間委託を推進します。

検討 継続実施実施 検討 検討 実施
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５．民間活力の活用

（２） 指定管理者制度の効果的な運用

目標

目標
（累計）

実績

実績
（累計）

目標

目標
（累計）

実績

実績
（累計）

今 後 の 展 望

当初計画では、令和2年度に古懸地区公民館についても指定管理の導入予定でした
が、施設の工事が令和3年度以降に行われることから、工事完了後の導入予定とな
り、年次計画を修正しました。引き続き、他の施設への指定管理の導入や既に導入
済の施設についてはその在り方について検討を進めていきます。

実 施 状 況 の
評 価

新規で6施設に指定管理を導入する予定となっており、導入された際には、多様化す
る市民のニーズに、より効果的・効率的に対応するため、民間の能力を活用して市民
サービスの向上と経費削減が図られることとなります。

行 政 改 革
懇 談 会
コ メ ン ト

引き続き取組みを継続してください。

年次計画

備考
たけのこの里：平成30年度休止
船岡集会所：平成30年度廃止

令 和 元 年 度
進 捗 状 況

令和元年度で指定管理期間が満了となる8施設について、検討を行い、令和2年度か
ら指定管理者の指定を再度行います。
また、新規で6施設についても、令和2年度から指定管理を導入する予定です。

○指定管理導入
　 施設の検討
○導入済の施設
　 の見直し
　(存続を含めて)

○陸上競技場
○平賀多目的
　 広場
○平賀屋内
   運動場
　（ひらかドーム）
○平賀テニス
　コート
○久吉地区
　公民館
○高木会館

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

期 待 さ れ る
効 果

市の施設を民間活力を活用して管理することにより、市民サービスの向上と経費削
減が図られます。

具
体
的
な
取
組
目
標

導
入
施
設
数

財
政
効
果
額

6施設

6施設

取 組 事 項 ①指定管理の導入・見直し 担当課 管財課

取 組 内 容
現在、市直営で管理している施設について、指定管理の導入を推進します。また、導
入済の施設であり老朽化等の課題がある施設については、施設の存廃を踏まえて見
直しを行います。

検討検討 検討 検討 検討
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